
本県産業の牽引役となる中堅・中核企業への成長
・経営革新計画を達成した企業数　累計２３０件（平成２８年度）
・やまぐちブランド技術革新計画達成企業の割合　５０％（平成２８年度）

技術革新や経営革新による中堅・中小企業の成長

６次産業化・農商工連携の推進（再掲）
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分野

技術力のある「中堅・中小企業成長戦略」

未来を担う「産業を支える人づくり戦略」

●周南地区
　企業局第３次経営計画に基づく水資源・渇水対策の検討
　（分水、新たな水資源確保等）
●宇部・山陽小野田地区
　丸山ダム活用等の渇水対策の検討
●全県（７地区）
　国の料金制度の見直しに合わせた新たな取組の検討

付加価値の高い研究開発・設備投資等の促進

●道路、港湾施設の長寿命化対策の推進
　（道路ストックの点検及び修繕・更新、橋梁・港湾施設
の長寿命化対策）
●工業用水道の老朽化対策の推進
　（管路等の老朽化対策、隧道の点検及び補修・補強）

産業インフラの長寿命化
産業インフラの戦略的な維持管理・更新

医療関連産業クラスターの形成

●全県的な推進体制の構築　
●「医療関連産業クラスター構想」の推進　
●新たな研究開発・事業化への支援

環境・エネルギー産業クラスターの形成

●全県的な推進体制の構築
●「環境・エネルギー産業クラスター構想」の推進　
●新たな研究開発・事業化への支援

産学公や企業間連携による活発な研究開発・事業化の実現
・環境・エネルギー分野の事業化件数
 ４年間（平成25～28年度）で１０件

再生可能エネルギーの導入促進

明治維新１５０年に向けた観光需要の拡大

●太陽光・太陽熱・地中熱・森林バイオマスエネルギーの利
用や小水力発電による再生可能エネルギーの導入促進
●EV等次世代自動車・インフラの導入促進

●県、市町、関係機関が一丸となった誘致活動の推進
●船社等への港湾情報、観光地、各種イベント等の情報発信、戦略的なセールス活動の展開
●寄港環境の整備、住民への港湾施設の一般開放

再生可能エネルギーの導入促進による産業振興
・再生可能エネルギーの発電出力　56万6千kW(平成28年度)
・ＥＶ急速充電器の設置数　90基(平成28年度)

クルーズ船の誘致推進
クルーズ船寄港回数の倍増
・Ｈ３０年代前半までに年２０回、Ｈ２８年１５回を目標
大型クルーズ船（7万トン級以上、定員1,000人超）の県内初寄港の実現

●６次産業化と農商工連携の総合的な支援体制の整備
●県産農林水産物を活用した新商品開発の支援
●開発された商品の販路開拓支援

６次産業化・農商工連携の推進
地域資源を活かした魅力ある商品の開発の加速化
・新商品開発件数　４年間（平成２５～２８年度）で５０商品

水素利活用による産業振興と地域づくり
瀬戸内コンビナート生成の水素を活かした
「水素先進県」の実現
・液化水素ステーションの誘致
・水素利活用による事業化件数
 ４年間（平成25～28年度）で６件
・水素利活用によるスマートコミュニティモデルの創出

●「液化水素ステーション」の誘致等
●水素利活用の研究開発・事業化への支援
●水素ステーションを核とするまちづくりモデルの普及

「明治維新」の観光ブランド化による宿泊客の増加 下関漁港の競争力強化及び
拠点施設整備による水産業の振興

●推進体制の整備とキャンペーンの展開
●「維新ブランド」の構築とプロモーションの強化
●「維新ツーリズム」の推進
●「薩長土肥連合(仮称)」の設立・共同キャンペーンの展開

やまぐちブランド登録商品増加と大都市圏への販路拡大
・やまぐちブランド登録数　４年間（平成25～28年度）で１００商品以上
・やまぐちブランド取扱量販店・飲食店の設置数（大都市圏）
 ４年間（平成25～28年度）で７０店以上

「やまぐちブランド」等の販路拡大

●大都市圏量販店における「やまぐちフェア」の開催
●酒米、長州黒かしわ、きじはた等の増産
●やまぐち和牛ブランドの確立

女性の力を最大限に活かす環境づくり
・就業率(25～44歳女性)　70.9％(平成27年)
・やまぐち子育て応援企業宣言届出企業数　780社(平成28年度)

産業を支える女性の活躍促進

●仕事と子育て等の両立支援
●女性の再チャレンジ支援（女性の起業 等）
●女性の活躍支援・気運醸成

アジア等に向けた輸出拡大
アジアにおける輸出販売品数拡大と年間取扱店舗の確保
・輸出販売品数　４年間（平成25～28年度）で２０商品

●アジア(主に台湾)におけるやまぐち物産展の開催
●台湾に向けた自立した輸出ルートの確立
●ミラノ国際博覧会への出展

水産業振興基盤の強化・充実

●下関漁港の競争力強化に向けた機能強化
●水産業振興拠点の整備

優れた技能者の育成、産業を支える人材の確保
ものづくり産業等を支える人材の育成

●産業教育の充実
●若年技能者、中堅技能者の技能向上支援
●技能継承の指導者育成
●企業ニーズ等に即した職業訓練の実施

●産業技術センターの技術支援機能の強化
●技術革新、経営革新の促進
●金融支援の充実
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●付加価値の高い研究開発や事業化への支援
●産業技術センターにおける先進的な研究開発拠点の整備
●工場建屋や電力等のユーティリティを備えた工場適地を活か
した設備投資の促進

●訪日旅行推進体制や戦略的な情報発信、誘客の強化
●訪日旅行者の受入体制の充実
●世界文化遺産の登録やジオパークの認定による認知度の向上

●適正な競争環境の整備
●地域維持の体制を長期的に確保する仕組みづくり
●総合的な人材の確保・育成の支援（担い手の確保・育成協議会設立・運営 等）


